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規則第規則第規則第規則第１３１３１３１３号号号号    

 生活保護法施行細則を次のように定める。 

  平成２３年３月３１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   生活保護法施行細則 

 生活保護法施行細則（平成１２年規則第５６号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）の施行につい

て、法、生活保護法施行令（昭和２５年政令第１４８号）及び生活保護法施行規則（昭和２５年厚

生省令第２１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （備付書類） 

第２条 大和高田市社会福祉事務所設置条例（昭和２６年条例第２５号）に規定する社会福祉事務所

の長（以下「福祉事務所長」という。）は、被保護者につき、次に掲げる書類を作成し、常にその

記載事項について整理しておかなければならない。 

 （１） 面接記録票（様式第１号） 

 （２） 保護台帳（様式第２号） 

 （３） 保護決定調書（様式第３号） 

 （４） 保護金品支給台帳（様式第４号） 

 （５） ケース記録票（様式第５号） 

２ 福祉事務所長は、次に掲げる書類を作成し、常にその記載事項について整理しておかなければな

らない。 

 （１） 相談受付簿（様式第６号） 

 （２） ケース番号登載簿（様式第７号） 

 （３） ケース番号索引簿（様式第８号） 

 （４） 保護申請書受理簿（様式第９号） 

 （５） 医療券交付処理簿（様式第１０号） 

 （６） 介護券交付処理簿（様式第１１号） 

 （他の福祉事務所の長への通知） 

第３条 福祉事務所長は、法第１９条第２項の規定により要保護者の保護を実施したときは、速やか

にその旨を当該被保護者の居住地を所管する福祉事務所の長に通知しなければならない。この場合

において、前条第１項各号及び第５条に規定する書類の写しを添付するものとする。 

２ 福祉事務所長は、被保護者がその居住地を他の福祉事務所長の所管区域内へ移転したときは、速

やかに必要な決定を行い、被保護者転出通知書（様式第１２号）により新居住地を所管する福祉事

務所の長に通知しなければならない。この場合において、前条第１項第２号、第３号及び第５号に

掲げる書類その他保護の決定及び実施上必要と認められる書類のうち最小限のものの写しを添付

するものとする。 

 （保護の開始等に係る申請） 

第４条 保護の開始又は変更の申請は、生活保護法による保護申請書（様式第１３号）に次に掲げる

書類のうち福祉事務所長が必要と認めるものを添付して行うものとする。 

 （１） 資産申告書（様式第１４号） 

 （２） 収入状況届出書（様式第１５号） 

 （３） 同意書（様式第１６号） 

規規規規    則則則則    



平成２３年９月１２日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２７２号 

 3

 （４） 承諾書（様式第１７号） 

 （５） 確約書（様式第１８号） 

 （６） 費用返還同意書（様式第１９号） 

 （７） 誓約書（様式第２０号） 

 （８） 民生委員意見書（様式第２１号） 

 （９） 給与証明書（様式第２２号） 

 （１０） 住宅補修計画書（様式第２３号） 

 （１１） 生業計画書（様式第２４号） 

 （１２） 求職活動状況申告書（様式第２５号） 

 （１３） 家賃証明書（様式第２６号） 

 （１４） 前各号に掲げるもののほか、福祉事務所長が必要と認めるもの 

２ 法第１８条第２項に規定する葬祭扶助の申請は、前項の規定にかかわらず、生活保護法による葬

祭扶助申請書（様式第２７号）により行うものとする。 

 （保護の開始等に係る通知） 

第５条 法第２４条第１項及び第５項、第２５条第２項並びに第２６条の規定による通知は、次に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める様式により行うものとする。 

 （１） 保護の開始又は変更を要すると決定した場合 保護決定（変更）通知書（様式第２８号） 

 （２） 保護の開始を要しないと決定した場合 保護申請却下通知書（様式第２９号） 

 （３） 保護を停止又は廃止すると決定した場合 保護廃止（停止）決定通知書（様式第３０号） 

 （指導及び指示） 

第６条 福祉事務所長は、法第２７条第１項の規定による指導又は指示を行うときは、指導指示書（様

式第３１号）により行うものとする。 

 （検診命令等） 

第７条 福祉事務所長は、法第２８条第１項の規定により要保護者に対して医師又は歯科医師の検診

を受けるべき旨を命ずるときは、検診命令書（様式第３２号）により行うものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の検診を受けるべき旨を命じたときは、当該健診を実施する医療機関に対

して検診依頼書（様式第３３号）により当該要保護者の検診を依頼し、その結果を記載した検診書

（様式第３４号）の送付を求めなければならない。 

３ 前項の規定による検診の依頼を受けた医療機関が検診を行った場合の検診料の請求は、検診料請

求書（様式第３５号）により行うものとする。 

 （調査等の依頼） 

第８条 福祉事務所長は、法第２９条の規定により調査を嘱託し、又は報告を求めるときは、次に掲

げる書類によるものとする。 

 （１） 生活保護法に基づく預貯金調査依頼書（様式第３６号） 

 （２） 生活保護法に基づく生命保険加入状況調査依頼書（様式第３７号） 

 （３） 生活保護法に基づく年金・恩給調査依頼書（様式第３８号） 

 （４） 戸籍謄本等の無料交付依頼書（様式第３９号） 

 （扶養義務の確認） 

第９条 福祉事務所長は、法による保護の決定を行うまでに、法第４条第２項の規定により、扶養義

務者の扶養の可否を要保護者の扶養義務者に確認しなければならない。 

２ 前項の扶養義務者の扶養の可否の確認は、扶養義務の履行照会書（様式第４０号）により行うも

のとする。 

 （入所等の委託） 

第１０条 福祉事務所長は、法第３０条第１項ただし書の規定により被保護者を救護施設、更生施設

若しくはその他の適当な施設に入所を委託し、又は私人の家庭に養護を委託するときは、当該施設
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の長又は私人に対して入所（養護）委託書（様式第４１号）により行うものとする。 

 （収入等の変動による届出） 

第１１条 法第６１条の規定による届出は、次に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる書類により福

祉事務所長に届け出なければならない。 

 （１） 世帯の収入に変動があったとき 収入申告書（様式第４２号、様式第４３号又は様式第４

４号） 

 （２） 世帯の構成に変動があったとき 世帯異動届（様式第４５号） 

 （費用の返還及び徴収） 

第１２条 法第６３条の規定による費用の返還の通知は、返還金決定通知書（様式第４６号）により

行うものとする。 

２ 法第７７条第１項又は法第７８条の規定による費用の徴収の通知は、徴収金決定通知書（様式第

４７号）により行うものとする。 

 （保護金品の交付） 

第１３条 被保護者は、保護金品の交付を受けるときは、本市の出納員に生活保護費支払票（様式第

４８号）を提示しなければならない。ただし、生活保護費振込金融機関届出書（様式第４９号）を

提出し、口座振替の方法により金銭の交付を受ける場合は、この限りでない。 

 （保護の辞退） 

第１４条 保護申請中の者又は被保護者は、保護の必要がなくなり保護を辞退したいときは、保護辞

退届（様式第５０号）を福祉事務所長に提出しなければならない。 

 （審査請求書） 

第１５条 福祉事務所長の行った処分について、法第６４条の規定により奈良県知事に対して審査請

求をしようとする者は、審査請求書（様式第５１号）により行うものとする。 

 （経由） 

第１６条 法又はこれに基づく命令等により厚生労働大臣に提出することとされている書類が、法第

１９条第４項の規定により事務の委任を受けた福祉事務所長から提出されたときは、市長は、これ

を受理し、奈良県知事又は厚生労働大臣に提出するものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行前に作成した様式の用紙は、この規則の施行後においても当分の間、使用するこ

とができるものとする。 

様式第１号（第２条関係） 

（表面） 

面接記録票 

所長 課長 課長 
補佐 係長 回議 起案者 

（担当者） 
 面接場所等 

      事務所 居宅 電話 
病院 その他（   ） 

 

面接年月日 年 月 日 面接員１  

受付番号  面接員２  

要保護者 
住 所  

氏 名  電話番号  

来 訪 者  
住 所  

氏 名  電話番号  
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関 係  

世帯構成 

 続柄 氏名 性別 生年月日 年齢 備考 
       
       
       

保 護 歴  □有 □無  前回廃止時からの期間：     （前回廃止年月：   ） 

急迫状態 
の 判 断  

預貯金・現金等の保有状況  

ライフラインの停止・滞納状況  

国民健康保険等の滞納状況  

相談理由 
 
 

面接内容 

                                              

                                              

                                              

                                              

                                              

（裏面） 

他 
 
法 

年金 （加入・受給中） （加入・受給中） （加入・受給中） （加入・受給中） 

区分 国民年金 厚生年金 共済組合 その他（   ） 

月額 円 円 円 円 

手当 （手続・受給中） （手続・受給中） （手続・受給中） （手続・受給中） 

種類 子ども手当 児扶手当 特児扶手当 傷病手当金 

月額 円 円 円 円 

手当 （手続・受給中） （手続・受給中） （手続・受給中） （手続・受給中） 
種類 労災手当金 雇用保険金 その他（   ） その他（   ） 

月額 円 円 円 円 

医療保険 国保・後期高齢・社会保険・その他（       ） 

介護保険・その他（      ） 

住居 自家・借家・借間・同居・借地・その他

（    ） 
家賃・間代    円 地代    円 

資産 
不動産 不動産担保 車 保険 その他（ ） 

     

負債 
福祉貸付金 借入金 住宅ローン 車ローン その他（ ） 

     

扶養義務者 
氏 名 住  所 電話番号 

   
   

制度の説明 実施（保護のしおり等：配布・未配布）  ・   未実施 

面

接

の

□申請書受理 □相談のみ（□収入多 □他法 □後日再相談） 
□医療機関へ連絡 □その他（     ） 
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結

果 
・交付書類 □保護申請書 □資産申告書 □収入状況届出書 □同意書  

□承諾書 □確約書 □費用返還同意書 □誓約書 □その他 

申請意思 有  ・  無 

面接員の所見 
 
・緊急処理の必要性  □有   □無 

様式第２号（第２条関係） 
保 護 台 帳 

１ 市費 ２ 県費 開廃年月日 世帯類型 □高齢□障害□傷病□母子□その他（ ） 
地区コード及びケース番号 開始 年 月 日 訪問格付 □Ａ□Ｂ□Ｃ□Ｄ 

    廃止 年 月 日 世帯主氏名  
    電話    国籍 １ 日本 ２その他（  ） 

本 籍  筆頭者  

居住地又は現在地 施設・病院・アパート等 居住の開始 
  年 月 日 
  年 月 日 
  年 月 日 

Ｎ０．
フリガナ 続

柄 
性

別 
生年

月日 
年

齢 
学

歴 
健康 
状況 

職

業 
医 療 他 法 

氏 名 公 費 負 担 № 
   男 

女 

     原・社・精・結・老 
  

   男 

女 

     原・社・精・結・老 
  

   男 

女 

     原・社・精・結・老 
  

   男 

女 

     原・社・精・結・老 
  

資産の

状況 

区分・所在地・処分の可否等 負 債 の

状況 

種類・金額・契約の内容・指導状況等 
  

 
住居 
形態 

区 分 
規模・建坪・室数・衛生状況・上下水道設備・家賃・間代・地

代・貸間の有無の状況 
□自家 □市営・県営 
□借家 □アパート 
□借間 

 

様式第３号（第２条関係） 

保護決定調書 
地区名 ケース番号 世帯主名 支払方法 異動内容 適用年月日 

      
申請受理簿  番号登載簿  金品支給台帳  統計資料  医療  

決

裁 

所長 課長 課長補佐 係長 回議 
起案者 

（担当者） 
起案年月日  決裁年月日  発送年月日 

         

保護決定伺 
調書のとおり決定し例文により通知してよろしいでしょうか。 

開廃等の理由・通知案 
 

最低生活費認定欄 

№ 
氏

名 
性

別 
年

齢 

基準 
第一

類費 
加算 

加算

額計 
学

年 
基準額 

（学級費含）

授業 
料 

給食 
費 

通学

費 
給付

金 
生

活 
級

地 
冬 
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第一類費

（調整額）

加算

額計 
二類居宅 
（調整額）

二類別居 
（調整額） 

冬季居宅 
（調整額）

冬季別居 
（調整額）

期末

居宅 
期末

別居 
生活

費計 
施設 
事務費 

介護保

険加算 
（再掲） 

           
収入充当内訳欄 

№ 
氏

名 

収入 
金額 

（１） 

収入

金額

（２） 

収入

金額

（３） 

収入

金額

（４） 

収入

金額

（５） 

手

持

金 

未

成

年 

新 
規 

実費

控除 

特別

徴収

額 

基礎

控除 
特別

控除 

他

控

除 

認

定

額 
                
                
                
       

扶助額決定欄 

種類 
最 低 
生活費 

収 入 
充当額 

扶助額 

一時扶助内訳

（再掲） 

生

活 
住

宅 
教

育 
介

護 
医

療 
出

産 
生

業 
葬

祭 
生活            
住宅    
教育    
生業    
合計    
一時    一時扶助継続認定額  

種類 生活 住宅 教育 生業 一時 合計 
本人 
支払 

収入充

当合計 
本人支 
払充当 

施 設 
事務費 

事務費

追 給 
月分支給額            

月分支給額            

月分支給額            

様式第４号（第２条関係） 

保護金品支給台帳 

 

地区 

ケース番号                       支給年月日  自  年 月 日 

世帯主氏名                              至  年 月 日 

住所  

 

支給 
年月 

支 給 
年月日 

定例追給

区 分 
生活 
扶助 

住宅 
扶助 

教育 
扶助 

生業 
扶助 

一時 
扶助 

合計 備考 
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様式第５号（第２条関係） 

ケース記録票 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第６号（第２条関係） 

相談受付簿 

受
付
番
号 

受
付
親
番
号 

受
付
年
月
日 

世帯主氏名 地区 
来訪者
氏名 

来訪者と要保護
世帯等の関係 

世帯類型 措置適用 
面接員
氏名 
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様式第７号（第２条関係） 

ケース番号登載簿 

ケース 
番 号 

氏  名 住  所 
開始、停止、廃止及び却下の別 
並びに年月日 

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

様式第８号（第２条関係） 

ケース番号索引簿 

氏  名 
ケース 
番 号 

適 用 法 律 
停止、廃止及び 
却下の別 
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様式第９号（第２条関係） 

保護申請書受理簿 

番号 面接日時 受付番号 要保護者住所 要保護者名 面接結果 面接員 
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       

様式第１０号（第２条関係） 

医療券交付処理簿 

受

給

者 

番 

号 

交

付 

年

月

日 

診

療

月 

ケ

｜

ス

番

号 

受療者 

氏名 

居住 

町村名 

受 療 

機関名 

診

療

別 

単

独 

・ 

併

用 

単

給 

・ 

併

給 

有

効 

期

間 

本人 

支払額 

交

付 

方

法 

交

付 

職

員

印 

受

領

印 

備

考 

                 

                
                

                
                

                
                

                
                

様式第１１号（第２条関係） 

医療券交付処理簿 
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受

給

者 

番 

号 

交

付 

年

月

日 

受

給

月 

ケ

｜

ス

番

号 

受給者 

氏名 

保険者

番 号 

被保険

者番号 

住所 

介護機関名

介護機関コ

ード 

サービス

種 類 別 

単給 

・ 

併給 

有

効 

期

間 

本

人 

支

払

額 

交

付 

職

員

印 

備

考 

               
              

              
              

              
              

              
              

              

様式第１２号（第３条関係） 

（表面） 

第     号 

  年  月  日 

          殿 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

   被保護者転出通知書 

 

 下記の者を当社会福祉事務所管内において、生活保護法による保護を実施しておりましたが、貴管

内に転出しましたので通知します。 

記 

１ 転出者の氏名、生年月日、住所 

  氏名    ： 

  生年月日  ： 

  前住所   ： 

  転出先   ： 

２ 転出者の世帯の状況 

 

 

 

世

帯

の

状

況 

家 族 構 成 
職 業 

収 入 の 状 況 

（仕送り資産等を含む。） 
備 考 

氏 名 続柄 年齢 

１       
２       
３       
４       
５       
６       
７       
８       
９       

（裏面） 

３ 当社会福祉事務所において受けていた保護の種類、程度、方法等 

      年  月  日現在 

  生活扶助  ： 

  住宅扶助  ： 
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  医療扶助  ： 

  その他扶助 ： 

  受給期間  ： 

  支払方法  ： 

４ 転出の理由、保護の経過及び参考意見 

  転出の理由 

  

 保護の経過 

 

  参考意見 

様式第１３号（第４条関係） 

生活保護法による保護申請書 

現在住ん

でいると

ころ 

 現在の所に住み始めた時期 年 月 日 

社会福祉

事務所 

受付年 

月日 

家 
族

の

状

況 

人

員 
氏 名 性別 年齢 生年月日 学歴 職業 

健康 

状態 

１    年 月 日     

２    年 月 日    

３    年 月 日    

４    年 月 日    

５    年 月 日    

６    年 月 日    

７    年 月 日    

８    年 月 日    

家族の者の中で別の所に住んでいる者があるときは、 
その名前と住んでいるところ 

 

生活状況 財産の状況 借金の状況 

生活費月額 円   

収入月

額 
円 

援 助 を

し て く

れ る 者

の状況 

世帯主との関係 氏 名 住  所 援助の内容 
    
    
    

保護を申請する理由 
上記のとおりであるから、生活保護法による保護を申請します。 
     年  月  日 

     申請者   住 所                   
           氏 名                印  
          （保護を受けようとする者との関係：    ） 
大和高田市社会福祉事務所長 殿                     

※この申請書は、開始、変更いずれの場合にも用いるものとする。 

様式第１４号（第４条関係） 

資産申告書 
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                                年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

住 所 

氏 名            印 

①固 定 資 産 所  在  地 名義人 
建

物 
木造・鉄骨造 
延（ ）㎡ 

  

土 
 
地 

宅地 ㎡   

田畑 ㎡   

山林 ㎡   
その他 
（  ） ㎡   

②自 動 車 
（自動二輪含む。） 

車 種 排気量 
ＣＣ 

年 式 
        年 

③預 貯 金 貯金先 口座番号 金額      円 
④現 金                                円 
⑤有 価 証 券  評価額     円 
⑥各 種 保 険 種 類 契約金     円 １月当たりの保険料      円 
⑦貴 金 属 種 類 評価額     円 
⑧クーラーその他高価なもの  

⑨負債（借 金） 有 ・ 無 
金 額 借入先 

  

１ 現在の私の世帯の資産の保有状況は、上記のとおり相違ありません。 

２ 保護の決定又は実施のために必要があるときは、私の世帯の資産の保有状況について、貴社

会福祉事務所が官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託会社、雇主、その他の関係機関等に報

告を求めることに異存はありません。 

備 考 

 不実の届出をして不正に保護を受けた場合、生活保護法第８５条又は刑法の規定により処罰される

ことがあります。 

様式第１５号（第４条関係） 

収入状況届出書 

                                   年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

住 所                

氏 名             印  

 
勤労 農業 自営 

恩給及び 

年金等 

仕送 

贈与 

財産 

収入 

各種保 

険加入 

その他 

（ ） 

当月 

総 収 入         
必要経費         
差引収入         

前 

 

３ 

 

月 

 

 

総 収 入          
必要経費         
差引収入         

 

 

総 収 入          
必要経費         
差引収入         

 総 収 入          
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月 

必要経費         
差引収入         

必要経費の内容         

就 労 

状況等 

職 種 

（具体的に） 

 就労形態 

（就労時間等） 

 

 

勤務先 
会社名等          所在地       

代表者名          電話 

１ 上記期間における私の総収入は、上記のとおり相違ありません。 

２ 保護の決定又は実施のために必要があるときは、私の収入の状況について、貴社会福祉事務

所が官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託会社、雇主、その他の関係機関等に報告を求める

ことに異存はありません。 

 

備考 

１ 当月及び前３月の期間におけるあなたのすべての収入について各欄に記入してください。 

２ 収入のうち証明書等の取れるもの（例えば、勤務先の給与証明書、各種保険通知書等）につい

ては、この届出書に必ず添付してください。 

３ 不実の届出をして不正に保護を受けた場合、生活保護法第８５条又は刑法の規定によって処罰

されることがあります。 

様式第１６号（第４条関係） 

同意書 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

 保護の決定又は実施のために必要があるときは、私及び私の世帯員の資産及び収入の状況について、

貴福祉事務所が官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託会社、私若しくは私の世帯員の雇主、その他

の関係人に報告を求めることに同意します。 

     年  月  日 

住  所             

（旧住所            ） 

氏  名           印  

電話番号           

氏  名 性 別 続 柄 生 年 月 日 印 
①  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

②  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

③  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

④  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

⑤  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

⑥  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

⑦  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

⑧  男・女  Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年  月  日  

               の親権者氏名                印 

※ ただし、この同意書は、同意年月日と調査時期は相違するが、保護実施期間中及び保護廃止後に

おいても社会福祉事務所長が必要と認めた場合、効力を有する。 

原本と相違ないことを証明する。 

     年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長   印 
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様式第１７号（第４条関係） 

承諾書 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

 私についての個人情報（氏名・生年月日・本籍・住所・家族状況・生活歴及び生活状況・所持金・

病状等）を生活保護業務遂行上、行政機関や医療機関等において利用することを承諾します。 

     年  月  日 

 

住 所                

氏 名            印  

様式第１８号（第４条関係） 

確約書 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

 収入があったとき、仕事を変わったとき、家族に変わったことがあったとき、その他毎日の生活に

変わったことがあったときは、すぐに届け出ます。 

 上記について履行することを確約します。 

     年  月  日 

住 所                

氏 名             印  

生活保護法 

 （届出の義務） 

第６１条 被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があつたとき、又は居住地若

しくは世帯の構成に異動があつたときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にそ

の旨を届け出なければならない。 

（注釈） 

 収入があったとき、仕事を変わったとき、家族に変わったことがあったとき、その他毎日の生

活に変わったことがあったときは、すぐに届けなければなりません。 

 届出をしなかったり、事前に相談がなかったときは、不利益な取扱いを受けることがあります。

また、故意に届出をしなかったり、虚偽の届出をしたり、不正な手段で保護を受けた場合は、す

でに支給された生活保護費（医療費を含む）を徴収します。この場合は、遡って生活保護を廃止

されたり、刑法上の詐欺罪等で罰せられることもあります。 

※ 収入とは、その世帯に入ってくるすべての収入「働いて得た収入・年金・仕送り・保険金・

見舞金・臨時収入など」を言います。 

様式第１９号（第４条関係） 

費用返還同意書 

（生活保護法第６３条の適用について） 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

    年  月  日 

住 所                

氏 名             印  

 私は、    年  月  日付けで（から）保護を申請しましたが（受けていますが）、活用でき

る資力がありますので、その資力から収入を得た場合には、保護に要した費用を返還します。 
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 なお、下記１の収入を得たときには、速やかに貴事務所に連絡して指示に従うことを誓います。 

記 

１ 活用できる資力 

２ 費用返還の対象となる保護費  

      年  月  日以降分の保護費（医療費を含む。） 

生活保護法 

 （費用返還義務） 

第６３条 被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受けたときは

、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金

品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならない。 

様式第２０号（第４条関係） 

誓約書 

１ 私又は同居する者は、暴力団員ではありません。 

２ 私又は同居する者が暴力団員であるかの調査に同意するとともに暴力団員であることが判明した

ときは、生活保護の申請を却下されても異議はありません。 

３ 生活保護の決定後に、私又は同居者が暴力団員であることが判明した場合には、生活保護を廃止

されても異議はありません。なお、収入、資産等があった場合はすでに受給した生活保護費を返還

します。（生活保護法第７８条） 

暴力団員とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７

７号）」第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

生活保護法 

 （届出の義務） 

第６１条 被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があつたとき、又は居住地若し

くは世帯の構成に異動があつたときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨

を届け出なければならない。 

 （費用の徴収） 

第７８条 不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人をして受けさせた者があると

きは、保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の全部又は一部を、その者から徴

収することができる。 

 （罰則） 

第８５条 不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人をして受けさせた者は、３年

以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。ただし、刑法（明治４０年法律第４５号）に正条

があるときは、刑法による。 

   年   月   日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

           住 所 

氏 名             印  

様式第２１号（第４条関係） 

民生委員意見書 

生 

活 

保 

護 

申 

請 

者 

住 所 大和高田市 担当  

続 柄 氏 名 生 年 月 日 問 題 点 

世帯主  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

 年  月  日  

 年  月  日  
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申 請 理 由  １ 高齢（６５歳以上） ２ 傷病 ３ 障害 ４ 母子 ５ その他（    ） 

※ 上記の者について、民生委員としての意見 

 

 

 

     年  月  日 

                    住 所 

                       校区民生委員     

    印  

※ 担当ケースワーカー宛てに直接返信していただきますようお願いします。 

（参考）保護を受ける上での必要事項 

 １ 働くことができる人は、能力に応じて、働いていただきます。 

 ２ 不動産や預貯金、生命保険などは、生活のために活用していただきます。 

 ３ 仕送りなどの援助について、親、子供、兄弟などと話し合っていただきます。 

 ４ 他の法律で利用できるものは、すべて利用していただきます。 

  （例えば、国民年金、厚生年金、健康保険、雇用保険、労災保険、傷病手当金、児童扶

養手当、子ども手当など） 

様式第２２号（第４条関係） 

給与証明書 

年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

住 所               

事業所            印  

（雇主） 

次のとおり証明します。 
 

氏 名 職名及び 

職務内容  居住地 

給 

与 

額 

基 本 給 円 

控 

除 

額 

所 得 税 円 

日給(日分) 円 健 康 保 険 料 円 

家 族 手 当 円 厚生年金保険料 円 

地 域 手 当 円 雇 用 保 険 料 円 

手 当 円   
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小計（イ） 円 小 計 （ ロ ） 円 

差引支給額（イ）―（ロ）                   円 

前２月の

手 取 額 

月分 適

用 
 

月分 

（備考） 事実と違ったことを証明した場合には、生活保護法第８５条の規定により処罰

されることがありますからご注意ください。 

様式第２３号（第４条関係） 

住宅補修計画書 

申請者氏名 

 

建物の規模構造 

 補

修

を

必

要

と

す

る

状

況 

 

１ 破損の状況 

 

２ 修理の規模 

補
修
の
た
め
に
必
要
と
す
る
費
用 
の
内
訳 

品   名 規 模 

単価×数量＝金額 

備 考 
単価 数量 金額 

見 

積 

者 

見積年月日 年   月   日 

住   所  

氏   名          印  

様式第２４号（第４条関係） 

生業計画書 

  年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

住所               

氏名            印  

 

 私は、下記の生業計画に基づき、自立することを約束します。 
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生業計画 

１ 自立方法 

① 就労 

 ※ 求職活動の開始時期     年  月 

 ※ 求職方法 □ハローワークの利用 

     □知人等の紹介 

     □その他（                  ） 

  ② 他法他施策の活用 

    〔内容〕 

 

  ③ その他 

 

 ２ 自立開始年月          年   月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２６号（第４条関係） 

家賃証明書 

（入居者） 住 所               

氏 名 

 上記の者に対する家賃（共益費は除く。）は月額 

      

円 

                            であることを証明します。 

【住居の状況】 

構 造  下水施設 有    無 
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建 坪 坪・㎡ 風  呂 有    無 

室 数 室 築 年 数 年 

   年   月   日 

（家主） 住  所              

氏  名           印  

電話番号             

様式第２７号（第４条関係） 

  年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

申請者 住 所               

氏 名            印  

生活保護法による葬祭扶助申請書 

 

下記のとおり生活保護法による葬祭扶助を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 
記 

 

死 

者 

氏 名  生年月日 年  月  日 

死 亡 年 月 日 年  月  日 

死亡時の住所又は居所  

葬祭を行う者との関係  

葬祭 

を行 

うた 

めの 

必要 

とす 

る金 

 額 

葬祭年月日 年  月  日 

検 案 料  
合     計 

 

 死体運搬費  

葬 具 料  
遺留金品充当額 

 

   

   

差 引 金 額 

 

 

 

 

  

  

遺留 

金品 

処置 

状況 

現   金   

   

   

様式第２８号（第５条関係） 

第     号 

年  月  日 

         様        

大和高田市社会福祉事務所長   印 

 
保護決定（変更）通知書 

 

 生活保護法による保護を次のとおり決定（変更）したので通知します。 

１ 保護の種類及び支給額 

種  類 
生活 

扶助 

住宅 

扶助 

教育 

扶助 

生業 

扶助 

一時 

扶助 
合計 

 本 人 

支払額 
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月分支給・追給額        

月分支給・追給額        

月分以降支 給額        

一時扶助の内訳（再掲） 

生 活 住 宅 教 育 介 護 医 療 出 産 生 業 葬 祭 

        

 

別途送金額 施 設 事 務 費    

介護扶助自己負担月額       円（事業者名              ） 

                  円（事業者名              ） 

                  円（事業者名              ） 

医療扶助自己負担月額       円                     

２ 扶助金支給日 

３ 保護の開始の時期      

４ 開始の理由 

５ この決定通知書が申請受理後１４日を経過した理由 

 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

奈良県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

 この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田

市を代表する者は大和高田市長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することがで

きます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。）。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対

する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。①審査請求をした

日の翌日から起算して５０日を経過しても裁決がないとき。②決定、決定の執行又は手続の

続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないこ

とにつき正当な理由があるとき。 

様式第２９号（第５条関係） 

第     号 

年  月  日 

様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

保護申請却下通知書 

 

    年  月  日付で申請された生活保護法による保護については、下記の理由で保護できな

いため却下します。 

記 

１ 却下の理由 

 

２ この通知が申請後１４日を経過した理由 
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 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

奈良県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

 この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田

市を代表する者は大和高田市長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することがで

きます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。）。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対

する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。①審査請求をした

日の翌日から起算して５０日を経過しても裁決がないとき。②決定、決定の執行又は手続の

続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないこ

とにつき正当な理由があるとき。 

様式第３０号（第５条関係） 

第     号 

年  月  日 

様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

保護廃止（停止）決定通知書 

     年  月  日第    号により、決定通知した生活保護法による保護を、下記のとお

り廃止（停止）したので通知します。 

記 

１ 廃止・停止した保護の種類  生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 

その他（    ） 

２ 停止する期間 

３ 廃止する時期 

４ 廃止・停止の理由 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

奈良県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

 この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田

市を代表する者は大和高田市長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することがで

きます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。）。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対

する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。①審査請求をした

日の翌日から起算して５０日を経過しても裁決がないとき。②決定、決定の執行又は手続の

続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないこ

とにつき正当な理由があるとき。 

様式第３１号（第６条関係） 

第     号 
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年  月  日 

様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

指導指示書 

 生活保護法第２７条の規定により、下記のとおり指示します。 

 なお、正当な理由なくこれに従わないときは、同法第６２条第３項の規定により保護の変更、停

止又は廃止をすることがあります。 

記 

１ 指示事項・内容 

   

２ 履行期限        年  月  日 

様式第３２号（第７条関係） 

年 月 日 交付 

交付第       号 

検診命令書 

年  月  日 

検査を受ける者の 

居住地 

氏 名           殿 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

下記により検査を受けてください。 

１ 検診を受ける日時 

２ 検診を受ける場所 

３ 検診を行う医療機関の名称 

所在地及び担当医師等氏名 

４ 備考 

 
生活保護法 
 （指導及び指示） 
第２７条 保護の実施機関は、被保護者に対して、生活の維持、向上その他保護の目的達成に

必要な指導又は指示をすることができる。 
２ 前項の指導又は指示は、被保護者の自由を尊重し、必要の最少限度に止めなければならな

い。 
３ 第１項の規定は、被保護者の意に反して、指導又は指示を強制し得るものと解釈してはな
らない。 

 （生活上の義務） 
第６０条 被保護者は、常に、能力に応じて勤労に励み、支出の節約を図り、その他生活の維

持、向上に努めなければならない。 
 （指示等に従う義務） 
第６２条 被保護者は、保護の実施機関が、第３０条第１項ただし書の規定により、被保護者

を救護施設、更生施設若しくはその他の適当な施設に入所させ、若しくはこれらの施設に入
所を委託し、若しくは私人の家庭に養護を委託して保護を行うことを決定したとき、又は第
２７条の規定により、被保護者に対し、必要な指導又は指示をしたときは、これに従わなけ
ればならない。 

２ 保護施設を利用する被保護者は、第４６条の規定により定められたその保護施設の管理規
程に従わなければならない。 

３ 保護の実施機関は、被保護者が前２項の規定による義務に違反したときは、保護の変更、
停止又は廃止をすることができる。 

４ 保護の実施機関は、前項の規定により保護の変更、停止又は廃止の処分をする場合には、
当該被保護者に対して弁明の機会を与えなければならない。この場合においては、あらかじ
め、当該処分をしようとする理由、弁明をすべき日時及び場所を通知しなければならない。 

５ 第３項の規定による処分については、行政手続法第３章（第１２条及び第１４条を除く。）
の規定は、適用しない。 
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（注意） 

１ 検診を受けるときは、この書類を持参してください。 

２ この検診命令は、生活保護法第２８条第１項の規定に基づくものです。 

３ この検診命令を受けないと、生活保護法第２８条第４項の規定により、あなたの保護申請が却

下され、又はあなたに対する保護が変更、停止若しくは廃止される場合があります。 

４ この検診命令について疑問がある場合には、社会福祉事務所に相談してください。 

様式第３３号（第７条関係） 

年 月 日 交付 

交付第       号 

検診依頼書 

        殿 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

 下記の者に検診命令書を交付しましたので、検診の結果を通知してください。 

 
記 

１ 検診を受ける者の居住地及び氏名 

   居住地 

   氏名 

２ 検診を受ける場所 

 

３ 検診を必要とする理由 

（注意） 

１ この検診は、上記の検診事項の実施把握が必要なため行うものです。 

 ２ 検査は、必要最小限のものに限ります。 

 ３ 検診の結果は、検診書に記入の上、社会福祉事務所長宛てに直接送付してください。 

 ４ 検診料は、検診料請求書により請求してください。 

様式第３４号（第７条関係） 

年 月 日 交付 

交付第       号 

検診書 

年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

医療機関の所在地 

     名称 

    院（所）長         印 

担当医師          印 

検診を受ける者の居住地 

氏名 

生年月日 

上記の者に対する検診の結果は下記のとおりです。 

 
記 

１ 傷病名 

２ 病状 

３ 検診の依頼理由、事項に対する回答意見、就労の可否 

  （就労不可の場合は、就労開始までに要する見込み期間） 
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 該当する区分に○印を記入してください。 

区分 稼動状態 

ア 無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等に振る舞える。 

イ 
 軽度の症状があり肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働、座業はできる（軽い家事、

事務など）。 

ウ 
歩行や身の回りのことはできるが、時に介助が必要であるため、軽労働はできないが、日

中の５０％以上は起居している。 

エ 
 身の回りのある程度のことはできるが、しばしば介助が必要で日中の５０％以上は就床し

ており、自力では屋外への外出等がおおむね不可能である。 

オ 
 身の回りのことができず常に介助を必要とし、終日就床を強いられ、活動の範囲がおおむ

ねベッド周辺に限られる。 

（障害年金診断書一般状態区分表より抜粋） 

後日、この判定を基に障害年金の裁定請求をする場合があります。 

※地区担当員記事                             印 

※社会福祉事務所嘱託医意見                        印 

この検診書は、直接、社会福祉事務所長宛てに送付してください。 

様式第３５号（第７条関係） 

年 月 日 交付 

交付第       号 

検診料請求書 

    年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

医療機関の所在地 

          名称 

医療機関の長又は 

開設者の氏名            印 

 下記のとおり請求します。 

 
記 

 

受察者 
 

居住地 
 

請 

求 

額 

診 察 料 点 （検査名及び点数等具体的に記入してください。） 

料 点 

料 点 

文 書 料 円 

合 計 円 

（注意） この請求書により社会福祉事務所長宛てに請求してください。 

振込先 

銀行名 本支店名 種類 口座番号 名義 

  普通 当座  （フリガナ） 

様式第３６号（第８条関係） 

                                      第     号 

             年  月  日 

            御中 

大和高田市社会福祉事務所長   印 
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生活保護法に基づく預貯金調査依頼書 

 

 次の者について、保護の決定又は実施のために必要がありますので、生活保護法第２９条の規定に

基づき、下記調査事項について照会します。 

 なお、この調査に関しては対象者及び当該世帯員から同意を得ており、また、入手した資料は、当

事務所において厳密資料として扱いますので念のため申し添えます。 

 回答期日は、    年  月  日とさせていただきます。 

 

記 

１ 調査対象者 

  住所 

   前住所 

   前々住所 

   氏名          フリガナ      性別   生年月日    

２ 調査事項（    年  月  日 現在） 

   預貯金の有無 

   預貯金の種類（普通預金、定期預金、当座預金等すべてのものを含みます。） 

   口座番号 

   預金残高（預金取引残高表がありましたら併せて送付お願いします。） 

   その他調査事項（住所が相違しているが氏名・生年月日が同じ口座名義人のものも回答願いま

す。） 

参考 

生活保護法 

 （調査の嘱託及び報告の請求） 

第２９条 保護の実施期間及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施のために必要があるときは、

要保護者又はその扶養義務者の資産及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、

信託会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人に、報告を求めることがで

きる。 

 

様式第３７号（第８条関係） 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

            御中 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

生活保護法に基づく生命保険加入状況調査依頼書 

 次の者について、保護の決定又は実施のために必要がありますので、生活保護法第２９条の規定に

基づき、下記の調査事項について照会します。 

 なお、この調査に関しては対象者及び当該世帯員から同意を得ており、また、入手した資料は、当

事務所において厳密資料として扱いますので念のため申し添えます。 

 回答期日は、    年  月  日とさせていただきます。 

記 

１ 調査対象者 

  住所 

   前住所 
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   前々住所 

   氏名          フリガナ      性別   生年月日    

２ 調査事項 

   保険の有無           解約返戻金の内容 

   保険契約者及び被保険者     貸付額 

   保険の種類           入院等給付金の有無及び内容 

   保険証書記号番号        その他調査事項（解約状況） 

   契約の内容 

参考 

生活保護法 

 （調査の嘱託及び報告の請求） 

第２９条 保護の実施期間及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施のために必要があるときは、

要保護者又はその扶養義務者の資産及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、

信託会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人に、報告を求めることがで

きる。 

 

様式第３８号（第８条関係） 

                                      第     号 

                    年  月  日 

            御中 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

生活保護法に基づく年金・恩給調査依頼書 

 次の者について、保護の決定又は実施のために必要がありますので、生活保護法第２９条の規定に

基づき、下記の調査事項について照会します。 

 なお、この調査に関しては対象者及び当該世帯員から同意を得ており、また、入手した資料は、当

事務所において厳密資料として扱いますので念のため申し添えます。 

 回答期日は、    年  月  日とさせていただきます。 

記 

１ 調査対象者 

  住所 

   前住所 

   前々住所 

   氏名          フリガナ      性別   生年月日    

２ 調査事項（    年  月  日 現在） 

年金番号        障害年金受給年月日   国民年金期間（免除期間）         

遺族年金受給年月日   厚生年金期間      脱退一時金受給年月日  

老齢年金受給年月日   遡及金受給年月日    年金受給額（脱退一時金） 

遡及金額        年金受給月額      遡及期間    

年金受給期間      年金担保の有無 

※ 遡及金については、履歴を含む。年金担保の有無については、履歴及び回数を含む。 

参考                       

生活保護法 

 （調査の嘱託及び報告の請求） 

第２９条 保護の実施期間及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施のために必要があるときは、

要保護者又はその扶養義務者の資産及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、

信託会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人に、報告を求めることができ

る。 
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様式第３９号（第８条関係） 

第     号 

     年  月  日 

様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

戸籍謄本等の無料交付依頼書 

 このことについて、生活保護法による保護の決定又は実施のために必要がありますので（生活保護

申請者の親族（配偶者・父母・兄弟・子）把握のため）、同法第４条第２項及び第１９条第１項から第

３項に基づき、下記の者の戸籍謄本等の交付をお願いします。 

 なお、本人の新戸籍が編成されている場合には、従前の戸籍謄本又は除籍謄本及び戸籍の附票を交

付願います。 

記 

保護申請者 （生年月日      ） 

氏 名 （生年月日      ） 

続 柄  

本 籍  

筆頭者氏名  

現 住 所  

□戸籍謄本    通    □原戸籍謄本    通    □住民票    通 

□戸籍の附票   通    □除籍謄本     通 

備 考  

※ 転籍等をしている場合には、その経過が分かる戸籍等も交付願います。 

様式第４０号（第９条関係） 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

             様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

扶養義務の履行照会書 

 次の方は生活困窮のため、当福祉事務所において、生活保護法による保護を申請（受給）中です。 

生活保護法は、対象者の生活困窮程度に応じて必要な保護を行う一方、その世帯の自立助長を目的

としています。 

しかし、この保護に当たっては、民法に定める扶養義務者の扶養（援助）を優先的に受けることが

前提となっています。 

あなたは、次の方に対して民法上の扶養義務を有すると認められますので、別紙扶養届に記入の上

回答してください。 

１ 生活保護対象者 

住 所  

氏 名（甲）  続 柄  

２ 回答期限         年 月 日まで 

３ 回答先   

参考 
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（別紙） 

扶 養 届 書 

大和高田市社会福祉事務所長 殿             

住所 

氏名            印  

 先に照会のあった甲に対する扶養について、次のとおり回答します。 

１ 精神的な支援について 

 ※ 精神的な支援…対象者に対する定期的な訪問、電話、手紙のやり取り、一時的な子どもの預か

りなど金銭的な援助以外の対象者への関わりのことをいいます。 

 

精神的な支援の可否 可 ・ 不可 

支援の開始時期     年  月から（又は既に行っている） 

具体的な支援の内容及び頻度 
 

※緊急連絡先（電話番号  －  －  ） 

２ 金銭的な援助について 

金銭的な援助の可否 可・不可（理由：                   ） 

援助の開始時期       年  月から（又は既に行っている） 

援助の方法・程度 

① 金銭により毎月（年）     円送付します。 

② 物品により毎月（年）   を    程度送付します。 

③ 氏名        を引き取ります。 

④ その他（                      ） 

３ 私の世帯について 

（１）家族構成・収入等の状況 

氏 名 続柄 生年月日 職 業 勤務先 平均月収額 

 本人    円 

     円 

上記のうち甲についての 

① 税法上の扶養控除を受けている者の氏名 

② 会社等から家族手当を受けている者の氏名及び月額  （         円） 

（２）資産の状況 有・無 
① 家屋   ㎡（坪）  ②宅地   ㎡（坪） 

③ 田畑   ㎡（坪）  ④山林等  ㎡（坪） 

（３）負債の状況 有・無 負債の内容 返済月（年）額 返済の終了予定 

民法 

 （扶養義務者） 

第８７７条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。 

２ 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、３親等内の親族間に

おいても扶養の義務を負わせることができる。 

生活保護法 

 （保護の補足性） 

第４条 （略） 

２ 民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、

すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。 
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住宅ローン       円  

その他（  ）        円  

（４）健康保険等の加入状況 ①国民健康保険②健康保険③共済（ ）④その他（ ） 

上記で①以外に加入している場合、甲については被扶養者として 

① 認定されている ②認定されていない  ③認定手続をとるつもり 

（記入上の注意） 

１ 該当するものを○で囲み、必要事項を記入してください。 

２ 平均月収額は総収入から所得税、社会保険料、事務経費等を差し引いた額を記入してください。 

３ 収入、負債の状況については、源泉徴収票、給与明細書、ローン返済予定表の写しなど、その状 

況が明らかになる書類を添付してください。 

様式第４１号（第１０条関係） 

第     号 

       年  月  日 

  様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

入所（養護）委託書 

 このことについて、生活保護法の規定に基づき、下記の者の入所（養護）を貴施設（あなた）に委

託します。 

記 

被保護者氏名  

生 年 月 日 年  月  日 性 別 男 ・ 女 

本人に関する参考事項 

世 帯 主  

住 所  

教 育 程 度  職 業  

保 護 開 始 日 年  月  日 保護の種類 
生活・住宅・教育・生業・ 

医療・介護・その他（  ） 

その他 

様式第４２号（第１１条関係） 

（表面） 

収入申告書 

   年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿                  

                   住所 

                   氏名             印 

私の収入を次のとおり申告します。 

１ 働いて得た収入 
 

日 
働 い た
日 に ○
印 

勤務先（会社名） 
収入額 

（日当） 
日 
働 い た
日 に ○
印 

勤務先（会社名） 
収入額 

（日当） 
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１ １７ 

２ １８ 

３ １９ 

４ ２０ 

５ ２１ 

６ ２２ 

７ ２３ 

８ ２４ 

９ ２５ 

１０ ２６ 

１１ ２７ 

１２ ２８ 

１３ ２９ 

１４ ３０ 

１５ ３１ 

１６ 

 
合 

計 

就 労 日 数 

収 入 額 

必要経費額 
 

（記入に当たっては、裏面の記入上の注意をよくお読みください。） 

（裏面） 

２ 恩給・年金等による収入（受けているものを○で囲んでください。） 
 

有 
・ 
無 

国民年金 厚生年金 恩給 子ども手当 

児童扶養手当 特別児童扶養手当  

雇用保険 傷病手当金 その他（      ） 

収 

入 

額 

月額       円 

年額       円 

３ 仕送りによる収入 
 

有 
 

・ 
 
無 

 
内 容 仕送りした者の氏名 

仕送りによる収入 
円  

現物による収入 
米 野菜 魚介 

（もらったものを○で囲んでください。） 

４ その他の収入 
 

 

有 
 
 

・ 
 
 
無 

 
内    容 収 入 

生命保険等の 

給付金  円 

財産収入 
（土地、家屋の賃貸料等）  円 

その他  円 

 
（記入上の注意） 
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１ 「１ 働いて得た収入」のうち、 

 （１） 働いた日に○印を付け、その右欄に勤務先及びその日の収入を記載してください。

また、１月の合計を合計欄に記入してください。（ただし、給料が月給の場合、収入額

は合計欄のみ記入してください。） 

 （２） 合計欄の必要経費欄には、収入を得るために必要な交通費、材料費、仕入代、社

会保険料等の経費の総額を記入してください。 

２ ２～４の収入は、その有無について○で囲んでください。有を○で囲んだ収入について

は、その右欄にも記入してください。 

３ 書ききれない場合は、余白に記入するか又は別紙に記入の上添付してください。 

４ 収入のうち証明書等の取れるもの（例えば、勤務先の給与証明書等、各種保険支払通知

書等)は、この申告書に必ず添付してください。 

５ 不実の申告をして不正に保護を受けた場合は、生活保護法第８５条又は刑法の規定により処罰さ

れることがあります。 

様式第４３号（第１１条関係） 

（表面） 
収入申告書 

 
                            年  月  日 

大和高田市社会福祉事務所長 殿                 
                    住所 
 
                    氏名            印 

私の収入を次のとおり申告します。 
１ 働いて得た収入 

区 分 
次回支給見込 

 
    月分 

前 ３ 月 分 

月分 月分 月分 

勤 労 （ 就 労 ） 日 数 日 日 日 日 

給 
 
 
 

与 
 
 
 
額 

基 本 給     

日 給（  日分）     

家族手当（  人）     

手当     

手当     

時 間 外 手 当     

賞 与     

     

小 計 （ イ ）     

控 
 
 
 
除 
 
 
 
額 

所 得 税     

市 町 村 民 税     

健 康 保 険 料     

厚 生 年 金 保 険 料     

雇 用 保 険 料     

労 働 組 合 費     

交 通 費     
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小 計 （ ロ ）     

差 引 支 給 額 
（イ）―（ロ） 

    

就 
労 
状 
況 

職 種 
（具体的に） 

 就 労 形 態 
（勤務時間等） 

 

勤 務 先 

会社名等                        代表者名 

 
所在地                          電話 

（記入に当たっては、裏面の記入上の注意をよくお読みください。） 

（裏面） 

２ 恩給・年金等による収入（受けているものを○で囲んでください。） 
 

 
有 
・ 
無 

国民年金 厚生年金 恩給 子ども手当 

児童扶養手当 特別児童扶養手当  

雇用保険 傷病手当金 その他（      ） 

  
収
入
額 

月額       円 

年額       円 

３ 仕送りによる収入 
 

 
 
 
有 
・ 

無 

 
内 容 仕送りした者の氏名 

仕送りによる収入 円  

現物による収入 
米 野菜 魚介 

（もらったものを○で囲んでください。）  

４ その他の収入 
 

 有 
 
 ・ 
  
 無 

 
内 容 収 入 

生命保険等の 
給付金  円 

財産収入 

（土地、家屋の賃貸料等） 円 

その他  円 

（記入上の注意） 

１ 前３月及び次回支給見込額について各欄に記入してください。 

２ ２～４の収入は、その有無について○で囲んでください。有を○で囲んだ収入について

は、その右欄にも記入してください。 

３ 書ききれない場合は、余白に記入するか、又は別紙に記入の上添付してください。 

４ 収入のうち証明書等の取れるもの（例えば、勤務先の給与証明書等、各種保険支払通知

書等)は、この申告書に必ず添付してください。 
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５ 不実の申告をして不正に保護を受けた場合は、生活保護法第８５条又は刑法の規定により処罰さ

れることがあります。 

様式第４４号（第１１条関係） 

（表面） 

 
収入申告書 

                            年  月  日 
大和高田市社会福祉事務所長 殿 

                   住所 
 
                   氏名           印 

私の収入を次のとおり申告します。 
１ 働いて得た収入 

 

区 分 
次回支給 

見込 
月分 

前 ６ 月 分 

月分 月分 月分 月分  月分 月分 

勤労（就労）日数 日 日 日 日 日 日 日 

給 
 
 
 
 
 

与 
 
 
 
 
 
額 

基 本 給        

日 給（  日分）        

家族手当（  人）        

手 当        

手 当        

時 間 外 手 当        

賞 与        

        

小 計 （ イ ）        

控 
 
 
 
 
 
除 
 
 
 
 
 
額 

所 得 税        

市 町 村 民 税        

健 康 保 険 料        

厚生年金保険料        

雇 用 保 険 料        

労 働 組 合 費        

交 通 費        

        

小 計 （ ロ ）        

差 引 支 給 額 
（イ）－（ロ） 

       

就 
労 

職 種 
（具体的に） 

 就 労 形 態 
（勤務時間等） 
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状 
況 

勤 務 先 
会社名等                          代表者名 

所在地                            電話 

（記入に当たっては、裏面の記入上の注意をよくお読みください。） 

（裏面） 

２ 恩給・年金等による収入（受けているものを○で囲んでください。） 
 

 
有 
・ 
無 

国民年金 厚生年金 恩給 子ども手当 

児童扶養手当 特別児童扶養手当  

雇用保険 傷病手当金 その他（      ） 

 

収 

入 

額 

月額       円 

年額       円 

３ 仕送りによる収入 
 

有 

・ 

無 

 
内 容 仕送りした者の氏名 

仕送りによる収入 
円  

現物による収入 
米 野菜 魚介 

（もらったものを○で囲んでください。）  

４ その他の収入 

有 

・ 

無 

 
内 容 収 入 

生命保険等の 
給付金  

 

円 

財産収入 

（土地、家屋の賃貸料等）  円 

その他  円 

 

（記入上の注意） 

１ 前６月及び次回支給見込額について各欄に記入してください。 

２ ２～４の収入は、その有無について○で囲んでください。有を○で囲んだ収入について

は、その右欄にも記入してください。 

３ 書ききれない場合は、余白に記入するか、又は別紙に記入の上添付してください。 

４ 収入のうち証明書等の取れるもの（例えば、勤務先の給与証明書等、各種保険支払通知

書等)は、この申告書に必ず添付してください。 

５ 不実の申告をして不正に保護を受けた場合、生活保護法第８５条又は刑法の規定により処罰され

ることがあります。 

様式第４５号（第１１条関係） 

 

世帯異動届 

年  月  日 
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大和高田市社会福祉事務所長 殿 

住所 

氏名             印  

 

私の世帯構成の異動は、次のとおり相違ありません。 

異動の種類 異動前 異動後 

１ 居住地の異動 
住所 住所 

２ 世帯構成員の異動 
氏名 氏名 

様式第４６号（第１２条関係） 

第     号 

 年  月  日 

様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

 

返還金決定通知書 

 

生活保護法第６３条の規定による費用の返還を下記のとおり決定したので通知します。 

記 

１ 資力発生年月日 

２ 決定年月日 

３ 返還の理由 

４ 返還対象額 

５ 控除額 

６ 返還決定額 

７ 返還方法 

なお、この決定について不明な点があれば、当福祉事務所に連絡してください。 
 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

奈良県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

 この審査請求に対する決裁を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は

大和高田市長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、次の①から③までの

いずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起するこ

とができます。①審査請求をした日の翌日から起算して５０日を経過しても裁決がないとき。②決定、
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決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁

決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

様式第４７号（第１２条関係） 

第     号 

年  月  日 

様 

大和高田市社会福祉事務所長   印 

 

徴収金決定通知書 

 

生活保護法（第７７条第１項・第７８条）の規定による費用の徴収を下記のとおり決定したので通

知します。 

記 

１ 資力発生年月日 

２ 決定年月日 

３ 徴収の理由 

４ 徴収対象額 

５ 控除額 

６ 徴収決定額 

７ 徴収方法 

なお、この決定について不明な点があれば、当福祉事務所に連絡してください。 

 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

奈良県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

 この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する決裁があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は

大和高田市長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、次の①から③までの

いずれかに該当するときは、審査請求に対する決裁を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起するこ

とができます。①審査請求をした日の翌日から起算して５０日を経過しても裁決がないとき。②決定、

決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁

決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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様式第４９号（第１３条関係） 

生活保護費振込金融機関届出書 

大和高田市社会福祉事務所長 殿 

     年  月  日 

住所                

氏名             印  

 

下記の金融機関口座に生活保護費の振り込みをお願いします。 

金融機関名 支店名 

銀   行 

信金 信組 

農協 労金 

支店 

本店 

預金種別 
金融機関 

コ ー ド 

支 店 

コード 
口座番号（右づめで記入） 

普通・当座    

 

住 所 

〒 

電話番号 

フリガナ  

口 座 

名 義 人 

 

 

※ 保護課に介護保険料、家賃、その他の納付を依頼されている方は、保護金品から支払われます。 

様式第５０号（第１４条関係） 

保護辞退届 

被保護者 

住所 

氏名 

ケース番号 

 下記のとおり、生活保護を辞退いたします。 

 辞退理由 

 

 

 大和高田市社会福祉事務所長 殿 

                                    年   月   日    

  届出人  住 所                

氏 名             印  

（被保護者との続柄       ） 

様式第５１号（第１５条関係） 

審査請求書 
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   年  月  日 

奈良県知事          殿 

請求人   住 所 

氏 名             印 

生活保護法に基づく    年  月  日付け第   号の大和高田市社会福祉事務所長の処

分について不服ですから、下記のとおり審査請求をします。 

 
記 

 

 

規則第規則第規則第規則第２４２４２４２４号号号号    

 大和高田市自動車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２３年８月３１日 

                                 大和高田市長 吉 田 誠 克     

   大和高田市自動車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市自動車駐車場条例施行規則（平成８年規則第３６号）の一部を次のように改正する。 

 第８条の２第１項に次のただし書きを加える。 

ただし、年度一括納付の場合は、年額６０，０００円とする。 

   附 則 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

 

 

告示第告示第告示第告示第４４４４４４４４号号号号    

 大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定

める。 

  平成２３年３月３１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年告示第３１号）の一部を

次のように改正する。 

 第６条を次のように改める。 

第６条 削除 

第９条中「無給休暇」の次に「、分限、懲戒」を加える。 

別表第１中 

「 

看護助手 給与条例第３条第１項第１号行政職給料

表の１級９号給に掲げる当該年度の４月
6,800円 850円 

１ 審査請求人の住所、氏名及び年齢 

２ 審査請求に係る処分 

３ 審査請求に係る処分があったことを知った日 

４ 審査請求の趣旨 

５ 審査請求の理由 

６ 処分庁の教示の有無及びその内容 

告告告告    示示示示    
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１日に施行されている額 

                                       」を 

「 

看護助手 

 

給与条例第３条第１項第１号行政職給料

表の１級１９号給に掲げる当該年度の４

月１日に施行されている額 

7,200円 900円 

                                       」に、 

「 

栄養士 給与条例第３条第１項第３号イ医療職給

料表(２)の１級１７号給に掲げる当該年

度の４月１日に施行されている額 

― ― 

                                       」を 

「 

栄養士 給与条例第３条第１項第３号イ医療職給

料表(２)の１級２５号給に掲げる当該年

度の４月１日に施行されている額 

8,000円 1,000円 

                                       」に、 

「 

一般事務職 短期雇用 ― 5,500円 700円 

事務補助、職員代替 ― 6,600円 ― 

                                       」を 

「 

一般事務職 短期雇用 ― 5,500円 700円 

事務補助、職員代替 ― 6,600円 850円 

                                       」に改める。 

 別表第２中「報酬等月額×１．００」を「報酬等月額×０．９７５」に、「報酬等月額×１．２０」

を「報酬等月額×１．１２５」に改める。 

附 則 

 この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

告示第告示第告示第告示第７３７３７３７３号号号号のののの２２２２    

 大和高田市既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２３年６月２８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱（平成２１年告示第７４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第５条第２項を次のように改める。 

２ 補助金の額は、次の表の補助対象経費の区分に応じて定める額とする。 

補助対象経費 基準額 

５００，０００円以上８７０，０００円以下 

 

２００，０００円

８７０，００１円以上 左欄の経費に１００分の２３を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数は切

捨て）。ただし、５００,０００円を限

度とする。 
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 第５条中第３項を削り、第４項を第３項とし、第５項を第４項とする。 

   附 則 

 この告示は、平成２３年６月３０日から施行する。 

 

告示第告示第告示第告示第８１８１８１８１号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２３年８月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２３年８月３１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２３年５月９日、同月１２日、同月１７日、同月１９日、同月２３日、同月２５日、同月３

１日 

 

告示第告示第告示第告示第８２８２８２８２号号号号    

 平成２３年９月２日大和高田市議会定例会を本市議事堂に招集する。 

  平成２３年８月２６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

告示第告示第告示第告示第８３８３８３８３号号号号    

    住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができると共に、当該異議申立ての決定に不服があるとき

は、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請求

をすることができる。 

  平成２３年８月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１. 職権消除日     平成２３年８月３０日 

２. 職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み。 

 

告示第告示第告示第告示第８４８４８４８４号号号号    

    住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができると共に、当該異議申立ての決定に不服があるとき

は、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請求
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をすることができる。 

  平成２３年８月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１. 職権消除日     平成２３年８月３０日 

２. 職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み。 

 

告示第告示第告示第告示第８５８５８５８５号号号号    

    住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができると共に、当該異議申立ての決定に不服があるとき

は、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請求

をすることができる。 

  平成２３年８月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１. 職権消除日     平成２３年８月３０日 

２. 職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み。 

 

告示第告示第告示第告示第８６８６８６８６号号号号    

    住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができると共に、当該異議申立ての決定に不服があるとき

は、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請求

をすることができる。 

  平成２３年８月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１. 職権消除日     平成２３年８月３０日 

２. 職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み。 

 

告示第告示第告示第告示第８７８７８７８７号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 

  平成２３年８月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため 

２．移動年月日 

平成２３年８月２日、同月４日、同月１０日、同月１６日、同月２２日、同月２５日、同月３０

日 

３．移動対象区域 
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  近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域 

４．保管場所 

  大和高田市曽大根  大和高田市高架下自転車保管所 

５．引取期間 

  移動日から６０日間。ただし、祝日は除く。 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時  ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

 

 

教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第１４１４１４１４号号号号    

 大和高田市教育委員会８月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２３年８月３日 

                             大和高田市教育委員会 

委員長 村 井 善 治   

記 

 日 時  平成２３年８月９日（火）午後２時００分～ 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 第５９回市民歩こう会（案）について 

第２号 後援願いについて 

第３号 その他 

 

教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第１５１５１５１５号号号号    

 大和高田市教育委員会８月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２３年８月１１日 

                             大和高田市教育委員会 

委員長 村 井 善 治 

記 

 日 時  平成２３年８月１６日（火）午後２時００分～ 

 場 所  中央公民館 １階 視聴覚室 

 議 案  第１号 平成２４年度以降使用中学校教科用図書採択について 

第２号 その他 

 

教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第１６１６１６１６号号号号    

 大和高田市教育委員会９月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２３年８月２６日 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会    
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                             大和高田市教育委員会  

                                委員長 村 井 善 治   

記 

 日 時  平成２３年９月１日（木）午後２時００分～ 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 第６４回市民体育大会（陸上レクリエーション大会）開催要項（案）について 

第２号 平成２３年度「教育の日・大和高田市青少年健全育成研修会」開催要綱（案） 

について 

第３号 後援願いについて 

第４号 その他 

 

 

 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第９１９１９１９１号号号号    

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２３年８月５日 

大和高田市選挙管理委員会 

 委員長 西 清 一   

記 

１ 日 時  平成２３年８月１０日（水）午前９時００分 

２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地の１ 

       大和高田市役所 ３階 西会議室 

３ 議 案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第９２９２９２９２号号号号    

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２３年８月２５日 

大和高田市選挙管理委員会 

 委員長 西 清 一   

記 

１ 日 時  平成２３年９月２日（金）午前９時００分 

２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地の１ 

       大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議 案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

第２号 選挙人名簿の定時登録について 

第３号 裁判員候補者予定者及び検察審査員候補者予定者を選定するくじについて 

第４号 その他 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第９３９３９３９３号号号号    

 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条第１項及び第３０条の７第１項の規定により、

平成２３年９月３日から平成２３年９月７日までの間、縦覧に供する選挙人名簿に登録した者の氏名

及び住所等を記載した書面並びに在外人名簿に登録した者の氏名及び経由領事官の名称等を記載した

書面の縦覧場所は、次のとおりである。 

選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会    
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  平成２３年８月２５日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 清 一   

 縦覧場所 大和高田市大字大中１００番地の１ 

      大和高田市役所 ３階 選挙管理委員会事務室 

 

 

 

 

農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第９９９９号号号号    

 大和高田市農業委員会９月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２３年８月２９日 

                              大和高田市農業委員会 

 会長 高 井 信 安   

日 時  平成２３年９月１２日（月）午後２時 

場 所  大和高田市役所 ３階 東会議室 

  議 案  第１号 農地法第３条第１項について申請の件（委員会許可） 

       第２号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定による農用地利用集積計画に

ついて 

       第３号 その他 

 

 

 

水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第７７７７号号号号    

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成２３年 ９月 １日 

大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

業者名        代表者名    所在地 

株式会社 シンエイ  木原 朗広   大阪府大阪市中央区釣鐘町２丁目１番４号 

                   ビルハイタウン３０２号 

    

    

農業委員会農業委員会農業委員会農業委員会    

公営企業公営企業公営企業公営企業    


